
小川町（おがわまち）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
いのう よしろう

伊 能 淑 郎長
（62 歳）

任期
H15.3.15～

H19.3.14

助役 中 根 要 樹 収入役 戸 塚 晃 一

②議会(H16.5.1 現在)

議長 笹 目 雄 一 副議長 田 村 昌 男

任期 H19.3.14 定数 18 名 現議員数 18 名

党派別 公明 1 無 17

③職員数（Ｈ15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

302 193 128 109

一般行政職の

平均給料月額
330,237 円

ラスパイレス

指数
94.9

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 299 304 297

④機構図（H16.4.1 現在）

〈町長〉― 〈助役〉

総 務 課― 行政係、秘書広報兼文書係、消防交通係

企画財政課― 財務係、管財契約検査係、

企画調整兼基地対策係、合併推進係

税 務 課― 税務 1 係、税務 2 係、徴収係

産業振興課― 農政企画係、農業振興係、生産調整係、

商工観光振興係

建 設 課― 土木係、管理係、維持補修係

保 健 課― 保険医療係、国民健康保険係、

（保健相談センター、地域医療対策室、

白河診療所）

福 祉 課― 福祉係、介護保険係、（寿荘）

町 民 課― 町民係、戸籍係、年金係

生活環境課― 環境保全係、公害対策係

都市計画課― 都市計画係、開発調整兼事業係

空港対策課― 民間共用化推進係、周辺整備事業係、

道路整備調整係

下 水 道 課― 庶務管理係、公共下水道係、集落排水係

〈収入役〉

出 納 室― 出納係

国保中央病院― 医局、医療技術局、看護局、管理係、医事係

水 道 課― 業務係、施設係

議会事務局― 庶務係、議事係

農業委員会事務局― 農地係

教育委員会

学 務 課― 総務兼学校施設管理係、学校教育係

生涯学習課― 生涯学習係、社会教育係、社会体育係、

（やすらぎの里小川、運動公園、中央公民館、

Ｂ＆Ｇ海洋センター）

文化振興課― 文化センター係、図書館・資料館

＜概要＞

①沿革

昭和 29 年 12 月 10 日 合体 小川町 白河村 橘村

②地勢・風土等

小川町は､茨城県のほぼ中央部に位置し、地勢は概して平坦であ

り、南は園部川、北は巴川が流れ、それぞれ水田地帯となっている。

近代農業と優良企業と住宅地が心よく調和した生活水準の高い

｢交流がもたらす、うるおいのあるまち｣を目ざしつつ、住民の高福祉

社会の建設に努める。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 9,552 10,086 10,036 10,457

女 8,931 9,398 9,465 9,458
人

口

(人) 合計 18,483 19,484 19,501 19,915

世帯数 4,565 5,149 5,550 6,921

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 8,268 7,412 15,680 17.4％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 723 億円 就業者 1人当たり 7,284 千円

住民所得 511 億円 人口 1 人当たり 2,620 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 4,267 5.8％ 1,933 18.3％

第 2 次 12,433 16.9％ 3,141 29.7％

第 3 次 56,969 77.3％ 5,461 51.6％

総額・総数 73,668 ― 10,581 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
1,415 2,070 12,050

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
52 1,434 26,268

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
182 1,060 17,367

④特産物

ニラ、イチゴ、納豆

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>311-3492 東茨城郡大字小川 4-11

<Tel> 0299-58-2111 <Fax> 0299-58-4526

<HP>http://www.town.ogawa.ibaraki.jp/

<e-mail>mail@town.ogawa.ibaraki.jp

ロゴマーク

類型 5-2 ｺｰﾄﾞ番号 083038 面積 62.98k ㎡

特定防衛施設 火葬場,消防救急,ごみ

処理,し尿処理

上水道,下水道,

農業集落排水,病院



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 7,594,896 7,775,819 2.4

歳 出 7,276,017 7,421,803 －2.0

形式収支 318,879 354,016 ―

実質収支 318,879 318,742 ―

単年度収支 -69,633 －137 ―

実質単年度収支 367 －142,093 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 7,776 ― 772 11.3

地方税 1,708 22.0 -31 -1.8

地方交付税 2,068 26.6 -171 -7.1

国庫支出金 1,077 13.8 305 80.3

地方債 898 11.5 508 200.2

うち臨財債費 221 2.8 ― ―

その他 2,025 26.0 ― ―

歳 出 7,422 ― 841 13.1

義務的経費 2,736 36.9 0 0

人件費 1,618 21.8 -38 -2.1

扶助費 453 6.1 11 2.6

公債費 665 9.0 31 4.9

投資的経費 1,793 24.2 ― ―

普通建設事業費 1,793 24.2 760 92.8

うち補助 782 10.5 629 724.7

うち単独 997 13.4 115 16.9

その他の経費 2,893 39.0 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 1,692 百万円

基準財政需要額（H15） 3,296 百万円

標準税収入額等（H15） 2,207 百万円

標準財政規模（H15） 3,805 百万円

財政力指数（H13～15） 0.489

経常収支比率 93.2 ％

公債費負担比率 11.2 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 10.8 ％

税の徴収率（過年） 14.4

税の徴収率（現年） 95.2

税の徴収率（合計） 84.0
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 5,975,543 145.3

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 571,173 －

実質債務残高(C＝A+B) 6,546,716 159.1

積立金現在高（D） 1,552,808 37.7

将来にわたる財政負担（E＝C-D） 4,993,908 121.4

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

851,438 734,725市町村民税

（構成比） （41.9） （43.0）
86.3

1,006,716 826,231固定資産税

（構成比） （49.5） （48.4）
82.1

174,755 146,986その他の税

（構成比） （8.6） （8.6）
84.1

合計 2,032,909 1,707,942 84.0

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 5 校 老人福祉施設 0 ヶ所

中学校 2 校 病院・診療所 13 ヶ所

幼稚園 4 園 道路改良率 14.2％

保育所 4 ヶ所 道路舗装率 48.8％

図書館 1 ヶ所 ごみ焼却処理率 53.2％

公営住宅 256 戸 し尿衛生処理率 100.0％

1 人当たり公園面積 0 ㎡ 上水道等普及率 95.5％

公民館等 2 ヶ所 排水等処理率 12.9％

体育館 1 ヶ所

プール 1 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
94.8％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

百里飛行場民間

共用化推進事業

H13

～

周辺整備事業（アクセス道路測量､設

計委託料、用地取得）空港ターミナル

ビル整備支援基金積立
98

防災行政無線

設置事業

H15

～

H16

中継局及び個別受信機設置 351

公共下水道整備

事業

H9

～

H45

計画区域 774ｈa

計画人口 14,300 人

活性汚泥循環変法十急速ろ過
20,000

農業集落排水統

合事業（巴南部

地区）

Ｈ12

～

Ｈ17

整備面積 67ｈa

対象戸数 348 戸 2,100

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題〉

・百里飛行場の民間共用化、広域幹線道路の整備促進

・公共下水道の整備促進

・農業や商工業の振興を図る

・教育改革の推進

〈特色ある行政〉

・行政評価、人事評価システムの導入

・ＩＴ化の推進


